
第１０章．国境を越えるサービスの貿易 

国境を越える取引、海外における消費の態様によるサービスの提供、自然人の移

動によるサービスの提供に関し、内国民待遇、最恵国待遇、市場アクセス（数量制

限の禁止等）等について規定している。 

原則全てのサービス分野を対象とした上で、内国民待遇、最恵国待遇、市場アク

セス等の義務が適用されない措置や分野を附属書に列挙する方式（いわゆるネガテ

ィブ・リスト方式）を採用している。これは、ＷＴＯのサービスの貿易に関する一

般協定（ＧＡＴＳ）が採用している上述の義務の遵守を約束する分野のみを列挙す

る方式（いわゆるポジティブ・リスト方式）と比較して規制の現状が一目でわかる

ため透明性・法的安定性・予見可能性が高い。 

※ 我が国がＴＰＰ加盟国と締結している既存ＥＰＡでネガティブ・リスト方式を採用し

ているのはメキシコ、チリ、ペルー及び豪州のみ。 

 

また、内国民待遇等の自由化に関わる規律を適用しないことが認められた措置に

ついて、協定発効後に、規制の緩和や撤廃を行った場合は、変更時点でとられてい

る措置よりも後退しない、すなわち自由化の程度をより悪化させないことを約束す

るラチェット条項が置かれている。この条項は、投資・サービス分野において海外

で日本企業が長期的に活動するに際し、規制の予見可能性が高まることを通じて、

想定外の規制強化によって損害を被ることを防ぐ効果がある。他方、政策上、将来

にわたって規制を導入し、又は強化する必要があり得る分野については、留保する

ことが認められている（「包括的な留保」＝いわゆる「将来留保」）。包括的な留

保をした分野にはラチェット条項は適用されない。 

さらに、米国、カナダ、オーストラリア等の連邦制国家では州政府が多くの規制

を行っているところ、地方政府による協定違反の規制に対して国家間で対応策を協

議するメカニズムを新たに導入した。 

日本は、社会事業サービス（保健、社会保障、社会保険等）、政府財産、公営競

技等、放送業、初等及び中等教育、エネルギー産業、領海等における漁業、警備

業、土地取引等について包括的な留保を行っている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 



 

 


